
建設管理課
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B103
建設工事関係積算システム改善費 土木費 土木総務費 建設工事積算システム等維持管理費

なし 戦略項目

分野施策

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 18,630 18,630 16,213

前年額 2,417 2,417

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:土木積算・建設IT担当

内線: (単位：千円)

一般会
計

土木管
理費

事 業
期 間

平成18年度～ 根 拠
法 令

　積算事務の適正化、省力化、効率化を図ることによっ
て、多様化する建設行政に迅速に対応する。

（１）土木積算システム改善費　　　　　18,630千円

（１）事業内容
　　ア　土木積算システム改善費　　　    　　　    　　18,630千円
      (ｱ)　土木積算システム改修（新消費税対応）　　　
　　　(ｲ)　土木積算システム改良（新たな積算方式） 　　
　　　(ｳ)　土木積算システム検証作業　 　　　　　 　　

（２）事業計画
　　ア　平成26年4月より導入される8%の消費税にシステムを対応させる。
　　イ　新たな積算方式に対応できるよう土木積算システムを改修する。
　　ウ　最新のJava環境のもと、システムが正常に作動するか検証する。

（３）事業効果
　　ア　消費税率が新しくなっても、適正に予定価格を算出することができる。
　　イ　最新の積算基準に対応させることにより、適切な工事予定価格の算出が可能になる。
　　ウ　最新のJava環境に適応させることにより、システムのセキュリティーを強化することができる。
　
（４）その他
　　ア　消費税率は、平成26年4月より8%、平成27年10月より10%に上がることが閣議決定されている。
　　イ　平成24年10月1日から施工パッケージ型積算方式の実施（国土交通省）
　　ウ　平成25年2月28日、JavaSE6のサポート終了。　(県10／10)

9,500千円×1人＝9,500千円
組織の新設、改廃及び増員　なし

前年との
対比

― 県土整備部 B103 ―
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